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＜経営力向上計画とは＞

人材育成、コスト管理等のマネジメントの向上や設備投資など、自社の経営力を向上するため
に実施する計画で、認定された事業者は、税制や金融の支援等を受けることができます。また、
計画申請においては、経営革新等支援機関（当事務所）のサポートを受けることが可能です。

中小企業者等の範囲

３月決算の事業者様は早めに申請を

経営力向上計画

申請期限

（注）税制措置・金融支援によって対象となる規模要件が異なりますので、支援措置を検討される場合は、「税制措置・金融支援活用の
手引き」を必ずご確認下さい。また、企業組合や協業組合、事業協同組合等についても経営力向上計画の認定を受けることができます。

令和3年3月31日まで

認定を受けられる
「中小企業者等」の規模
（中小企業等経営強化法第2条第2項）

● 会社または個人事業主
● 医業・歯科医業を主たる
　 事業とする法人（医療法人等）

● 社会福祉法人
● 特定非営利活動法人

資本金 10億円以下

従業員数 2,000人以下 2,000人以下

設備の取得時期について

計画の認定を受けるメリット

制度概要

青色申告書を提出する中小企業者等が、指定期間内に、中小企業等経営強化法の認定を受けた経営力向上計画
に基づき一定の設備を新規取得等して指定事業の用に供した場合、即時償却又は取得価額の10％（資本金3000
万円超１億円以下の法人は７％）の税額控除を選択適用することができます。

【原則】経営力向上計画の認定を受けてから設備取得 【例外】設備取得後に経営力向上計画を申請する場合

※詳しくはYouTube動画をご覧ください。

事業年度末までに認定を

取得する必要がございますので、

お早めにご相談ください。


